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社会科 ・公民科教育法における

「社会参画」の可能性

コ ミュニ テ ィ ・ス ク ー ル を事 例 と して

森 田 次 朗

1問 題の所在

1-1本 稿の背景一 学校教育 における 「社会参画」の要請

本稿 は、「社会参画」を 目標 とした社会科 ・公民科教育 の可能性 について学校 を取 り巻

く地域住民 との交流授業 という観点から考察す るものである。

社会の構成員 をいかに育成するか。教育社会学の根本問題(Dと もい うべ きこの問いを、

学校教育のなかで到達 目標 として最 も明示的に位置づけている教科の一つに、社会科があ

る。2008年 に改訂 された中学校社会科の学習指導要領が、教科 目標 として 「国際社会に生

きる平和 で民主的な国家 ・社会の形成者 として必要 な公民的資質を養 う」 と謳 うように、

1947年 の創設以来、具体的な文言 は変わ りつつ も、社会科は社会の次世代を担 う構成員の

育成、すなわち 「社会化」の機能 を他教科以上に強 く要請 されてきた(二 谷ほか編2013;

岡崎2009;唐 木ほか2010)。

このような社会科 に対する社会化機能の要請 は、今 日、「社会参画」 というス ローガン

の もとこれまで以上に高 まってい る。 グローバル化 と情報化が急速に進展 し、諸個人の価

値観が多様化す るなかで、次世代の構成員である子 どもたちに自らを取 り巻 く諸問題(環

境問題、少子高齢化、貧困問題等)に 目を向け させ、そ うした問題解決に取 り組 む市民

をいかに養成 してい くかが大 きな課題 となっているか らだ(唐 木ほか2010)。 た とえば、

2006年12月 に教育基本法が改正 された際、条文 には 「教育 の目標」 として 「主体的に社

m「 教育とは、社会生活においてまだ成熟 していない世代に対 して成人世代によって行使される作

用である」 という言葉で、「教育」の社会的機能を定式化 したのは言うまでもなくE・ デュルケムである

(Dur㎞eim1922=1976=58)。 本 稿は上記の 「教育」の定義 と同時に、「学校生活は成人の生活の縮図にほ

かならず、本質的には成人の生活と変わらないのである。したがって、人間生活の原動力、行為の動機は

学校 と成人で異なることはあ り得ない」 という言葉からも多 くの示唆を得ている(Durkheiml938=1981:

423)a
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会の形成に参画 し、その発展に寄与する態度 を養 うこと」が明記された。 また、2008年1

月の中央教育審議会答申では、中学校社会科 と高校地歴 ・公民科に対す る 「改善の基本方針」

として、「公共的な事柄 に自ら参画 してい く資質や能力を育成することを重視する方向で

改善を図る」ことが提言 されている(文 部科学省2013a)。

その後、本答 申を うけて学習指導要領が改訂 され、「社会参画」 という文言が学習指導

要領の要点 として明記 された結果、「総合的な学習の時間」 を使った問題解決学習やゲス

ト講師 など、子 どもたちが教室 とい う限 られた空間をこえて国際社会や地域社会 とい う地

理的 ・文化的空間のなかで、多様な人々 との関わ りを実感で きるような体験活動型の授業

を構想 してい くことが強 く要請されている(日 本社会科教育学会2012;社 会認識教育学会

2010)a

1-2社 会科教育の課題 と地域社会 との連携

しか し、 この ような社会科 に対す る 「社会参画」 をめ ぐる要請があるに もかかわ らず、

学校現場で はいかなる授業内容や方法に よって、その要請に応 えてい くかについては十分

に議論が なされているとは言いがたい。 なぜ なら、教 育基本法や学習指導要領上の理念 と

は対照的に、学校現場 では社会科 の科 目(地 理、歴史、公民)は しば しば受験科 目上の暗

記科 目として位置づけ られていることが多いため、「社会参画」 とい う観点か ら体験型の

授業形態を新たに検討 し導入 してい くことは、業務の多忙化 に直面する現場の教員に とっ

て必ず しも容易 なことではないからである(山 岡2007)。 そのため、社会科の担当教員が「社

会参画」を目指 した授業づ くりを積極的に進めてい くためには、社会科の教員に対 し体験

活動型の授業形態 としてそ もそもどの ような選択肢があ り、それ らが どの程度実現可能な

ものか、暫定的な形であれ、その レパー トリーを整理 し提示 してい くこ とが重要な課題 と

なっている。

そ こで本稿 は、「社会参画」 を目指 した社会科の授業づ くりをどのように設計 し実践 し

てい くかについて、社会科 ・公民科教育の観点、特 に中学校における社会科教育の観点か

ら探索的 に検討するこ とを研 究 目的 とし、以下論 じてい く。 その際本稿 は、「社会参 画」

とい うテーマ を 「地域社会へ の参画」 とい う文脈 に即 して社 会学 的に考察 してい く(2)。

(2)社会科教育と社会学教育の関係については、今後の研究課題としたい。その際、『社会学評論』(第

58巻4号)、 「〈特集〉社会学教育の現代的変容」に掲載された諸論文が参考となる。なかでも奥村(2008)で は、

社会学専攻の学生に対 して、「社会科への関心」を尋ねたアンケー トの結果が分析されており、社会科と社

会学の架橋を構想するうえで示唆的である。また、同じく 『社会学評論』(第61巻3号)に 掲載 された岡

崎(2010)で は、「現代社会」(高 校)と 「社会(公 民的分野)」(中 学校)の 学習指導要領をとりあげながら、

中等教育のなかで社会学的知がいかに 「周辺化」されているかについて、社会学の観点か ら具体的に分析
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具体的には2000年 代以降、地方分権 の動向を背景に、文部科学省 により推進 されている 「コ

ミュニティ ・スクール」 と呼ばれる市民参加型の学校形態(金 子2002)を とりあげ、その

事例 に即 しなが ら新たな社会科 ・公民科教育法の可能性について検討する。

本稿が社会科の授業づ くりの一例 として、地域社会 という文脈に注 目することの理 由は、

地域社会は家庭を除けば児童生徒 にとって「最 も身近な社会」と呼ばれるように、教員が 「社

会参画」を目指 した授業づ くりを実施する場合、現実的に取組みやすいテーマの一つだ と

考え られるか らである。 また、体験型授業の事例 として、特にコ ミュニテ ィ ・スクールに

注 目す ることの理由は、本稿の第3節 で説明するように、コミュニティ ・スクールに指定

された学校現場では、体験学習やフ ィール ドワー クなど、教室 での一斉授業の枠組み をこ

えた交流型の学習活動が 日常的に取 り組 まれていることが多いため(文 部科学省2013b)、

地域住民参加型の授業づ くりを検討する うえで、非常 に示唆的だ と考 えられるか らである。

なお、本稿で使用す る 「社会参画」の定義をかねて、「社会参画」 と次節で使用する 「社

会参加」 とい う言葉の意味の違い を説 明す る。 『社会科教育事典』 にもあるように、通常

は 「すでにある活動や行事 ・会合に加 わる こと」 を意味する 「社 会参加」に対 して、「社

会参画」は 「活動や行事 ・会合をいつ ・どこで ・どのように実施するのかを計画 し、実際

に運営するまでのすべてを担 うこと」 を意味する、 とい う違いがある(日 本社会科教育学

会編2012:46-7)。 後の事例でみ るように、本稿 もまた、児童生徒が既存の社会関係に帰属

することよりも、いかにそうした関係性 自体 を創 出す るかという意味において 「社会参画」

という語 を使用す る。

以下では、まず、社 会科に関する先行研究の知見を整理する と同時 に、そ うした先行研

究の課題 に対す る本稿の視点を述べる(第2節)。 その うえで、中学社会科お よび高等学

校地歴科 ・公民科 の学習指導要領の変遷 を概観 した後(第3節)、 コ ミュニテ ィ ・ス クー

ルにお ける 「社会参画」を 目指 した授業の事例 について分析す る(第4節)。 最後 に、こ

うした事例 の結果について考察 し(第5節)、 本稿の結論を述べる(第6節)。

2先 行研究の整理一 「社会参画」の観点からみた状況論的学習論の再検討

冒頭 にも述べたように、今 日、日本社会では社会構造が大き く転換 し価値観の多様化が

進むなかで、「公民的資質」の養成 とい う観点か ら、社会科および公民科に対す る期待が

高 まっている。 こうした状況の もと、教育学の領域では 「社会」 を実感 しその構成員 とし

がなされてお り重要である。
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ての 自覚や帰属意識 をいかに高めてい くかが、研究者の間で も関心 を集めて きた(日 本社

会科教育学会2012;臼 井 ・柴 田編2009)。 たとえば、PISAに 代表 される国際学力テス トの

結果を引 き合いにだ しなが ら、 シテ ィズンシップの養成、すなわち 「社会の中で生 きる個

人が市民 としての権利や責任 に自覚を持ち行動すること」ができるように、従来の「習得型」

(知識詰 め込み型)の 学力観 に代 わ り、「社会参画型」(問 題解決型)の 学力観の重要性に

注 目した研究が数多 く登場 している(唐 木ほか2010)。

こうした 「社会参画型」の教育形態の理論的背景 として重要なのが、G・レイヴやE・ ウェ

ンガーの研究に代表される 「状況論的学習論」(正 統的周辺参加論)の 知見である(■ave

&Wengerl991=1993)。 状況論的学習論 とは、学習行動 をおもに学習者の認識作用に還元

して きた心理還元主義的な従来の視点に対 して、学習者が 「実践 コミュニティ」 と呼ばれ

る日常的かつ具体的な 「状況」 のなかに 「参加」することで初めて学習行動が成立す ると

い う、関係論 的な視点にたつ学習理論のことである(上 野1999:125-8)。

こ うした視点にたてば、教育活動やそれに伴 う学習行動 とは、たんに既成の知識や情報

が、教授者か ら学習者の知覚や意識へ と何の媒介 もな く直接伝達 されるわけではなく、学

習者が 自らをとりまく実践 コ ミュニティに参加 し、相互に関与 し合 うという具体的な状況

をへては じめて成立する ものだ と考えられ る。 このように、子 どもと教員 をは じめ とする

さまざまなアクター自身による 日常的な実践に注 目す ることで、子 どもたちが所属集団の

構 成員 としてふさわ しい知識や技能、価値観をどのように習得 してい くか、 とい う微細な

プロセスを解 明す るこ とがで きるわけである(Schatzkietal.2001)。 実際に近年の欧米

圏の研究動向では、状況論的学習論の分析枠組み を使いなが ら、 コミュニテ ィ形成をとお

して 「社会的に排除」 された若者の教育 を受 ける権利 をいかに保障 し、「社会参画」につ

なげてい くかについて実証研究が蓄積 され始めてい る(Miles2007)。

しか し、状況論的学習論に対 しては、その意義が評価 されている一方で厳 しい批判 も投

げかけられている(田 辺2002,2008)。 そうした批判のなかで代表的なものは、状況論的学

習論の分析枠組みでは 「先生や熟練者な どの模範に同一化 してい く直線的な道程」が前提

とされているため、学習者 が獲得すべ き 「模範」(教 育 目標)の 妥当性 が、学習者か らの

視点をとお して批判的に再検討 される可能性が見落とされている、 とい うものである(田

辺2002:18)。 そのため、 こうした実践 コミュニティにおける教育や学びのあ り方が、「外

部あるいは他者 にさらされるこ とによって必然的にひきおこされ る矛盾、対立、抵抗」を

とお して再考 される側面に注 目することが必要だ と指摘 されている。 とりわけ本稿の問題

設定 に即 していえば、1)学 校空 間の枠組みのなかで成立 している実践 コ ミュニテ ィが学

校 を取 り巻 く行政機関、 たとえば文部科学省や市町村教育委員会 といかなる関係 をもって
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お り、それ らとの関係のなかで どのように再構成 されているか、2)そ もそ も実践 コミュ

ニティの内部 において獲得すべ き目標 をめ ぐる対立や葛藤 はみられないか、 とい うことが

論点 になる(3)。

また、状況論的学習論の知見 は、産婆や仕立屋 な どの徒弟制を前提 としたイ ンフ ォー

マルな学習過程に関す る知見であるため、3)学 校教育 のように制度化 されてい るという

意味での フォーマルな教育実践 には当て はま りが悪い とい う点が指摘 されてきた(上 野

1999)。3)に ついては、近年、学校教育の文脈 に応用 した研究が登場 し始めてはいるもの

の(當 眞2002な ど)、今なお、学校教育の現場において状況論的学習論を本格的に応用 し

た研究の知見 は限られているため、さらなる研究蓄積が求め られている。

以上の議論をふまえて、本稿では、学校現場 において生徒が参入す る実践 コミュニテ ィ

とその外部社会 との相互関係、お よびその内部 におけるメンバー間の教育 目標 をめ ぐる葛

藤に焦点をあてなが ら、子 どもたちが 自らを取 り巻 く実践 コミュニティにどのように参加

してい くか、その過程 について分析する。

3社 会科力リキュラムの変遷一 中学校および高等学校を中心に

本節では、事例研究 に入る前の準備作業 と して、社会科(中 学校社会科 と高校地歴科 ・

公民科)の 学習指導要領の変遷を概観 しなが ら、本稿のテーマである 「社会参画」の動向が、

従来の学習指導要領のなかにどの ように位置づけ られるかについて説明する。

1947年 に学習指導要領が初めて編成 されて以降、現在にいたるまで、学習指導要領はお

よそ10年 に1度 の頻度で改訂 されてきた。 ここでは教育社会学の議論(中 野1999;志 水

2005;岩 田2010)を もとに、その時々の改訂の特徴 をふまえなが ら、社会科のカリキュラ

ムの変遷 を大 きく4つ の時期(第1期 か ら第IV期)に わけて整理す る(表1)。

第1期 は、1947年 の社会科の創設か ら1951年 の社会科の学習指導要領改訂時 までの期

間である(4)。1947年 に創設 された社会科の学習指導要領では、生活単元学習が 中学校 と

(;P本稿では紙幅の関係上、十分に展開することができないが、教育社会学における 「カリキュラム

の社会学」の知見、すなわち、社会科における 「社会化」概念が 「国民国家」 という政治的枠組みをいか

に前提 としたものかという知見はきわめて重要である(田 中1996;唐 木 ほか2010)。 つ まり、「社会化」 と

は一枚岩的な 「国民」や 「公民」を前提としてきた概念であり、その実は 「国民化」や 「公民化」を前提

したものだとすれば、「社会参画」もまた批判的に検討されるべき概念である。この点については、高校の

歴史教科書の記述を社会学的に分析 した岡本智周が、従来の学校教育における「〈国民社会〉に対する社会化」

とは異なる社会化の可能性に言及 してお り、きわめて示唆的である(岡 本2012:114-66)。 また、本稿では

学校教育とそれを取 り巻く地域社会の関係性の編成についても十分に触れることができなかった。この点

については久冨(1992)お よび小内(2006)が 参考になる。
中1955年 の学習指導要領が出るまでの社会科は、「初期社会科」と呼ばれている。
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表1学 習指導要領(中 学社会および高校地歴科 ・公民科)の 変遷

高3・2

高1

時事問題
人文地理
西洋史
東洋史

一般社会

時事問題
人文地理
西洋史
東洋史

一般社会

世界史
日本史
人文地理
社会

地理AB

世界史AB

日本史
政治 ・経済

倫理 ・社会

地理AB

世界史
日本史

政治・経済

倫理・社会

地理
世界史

日本史

政治・経済

倫理・社会

現代社会

〈地理歴史科〉

地理AB

世界史AB
日本史AB

〈公民科〉

政治経済

倫理

現代社会

中3 単元学習・国史
国民生活の

発展・日本史

治
済
会

政
経
社

治
済
会

政
経
社

治
済
会

政
経
社

公民 公民 公民

中2

中1

単元学習・国史

単元学習

近代産業の

生活・日本史

われわれの
生活圏

歴史

地理

地理・

歴史

地理・

歴史

歴史

地理 地理

歴史 地理 歴史 地理 歴史

出典:二 谷ほか編(2013:7)よ り作成

高校一年生の「一般社会科 目」において設定された〔5)。これに加えて、中学校では「国史」(現

在の 日本史に該当)が 、高校では 「東洋史」、「西洋史」、「人文地理」、「時事問題」が選択

科 目になった。たとえば、当時の社会科の 『学習指導要領社会科編(1)』(試 案)に は、「社

会科はいわゆ る学問の系統 によらず、青少年の現実生活の問題 を中心 として、青少年の社

会的経験 を広 め、また深めようとするものである」 と説明されている(文 部省編1947:3)。

またこの当時、GHQの 指導のもと戦前の軍国主義教育につながったこ とへの反省か ら、「修

身」 とならび 「国史」 と 「地理」は教科 目か らはず された。 このように、この時期には戦

後す ぐの民主化の動向のなか、学校をとりま く地域社会 との交流が積極的に評価 されてい

た。

っつ く第II期 は、1955年 お よび1956年 の改訂か ら1958年 お よび1960年 の改訂 までで

㈲ 当時の学習指導要領は、「学習指導要領は教育委員会が作成するのが原則であり」、各地域の教育

委員会の体制が整うまで 「～時的に文部省が作成をして、教育委員会の作成する学習指導要領の代用をする」

もの、すなわち拘束力のない 「試案」にすぎないものであった。しか し、1958年 改訂の学習指導要領では、「民

主化」および 「非軍事化」に対する 「逆 コース」と呼ばれる潮流のなかで 「試案」の文字が削除され、学

校および教師が依拠すべき 「基準」と位置づけられる。それ以降、学習指導要領自体は法律ではないものの、

教育課程の基準として文部大臣が 「告示」する形式をとるようになったため、法的拘束力をもつようになっ

ている。
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ある。この時期には社会科においていわゆる 「系統主義化」が進み、社会科 とい う教科内

の棲み分 け、すなわち分野制が確立する。 こうした動向の背景 には、朝鮮戦争以降の国民

統合の機運 とともに、高度経済成長 を背景 とした産業界か らの技術者養成お よび科学技術

教育への要請 働 が高 まるなか、「逆コース」 と呼ばれる社会的潮流が強 まったことがあげ

られる。特に、社会科 に限 らず他教科においても、それまで学習指導要領が基盤 として き

た生活単元学習 に対 して、産業界や研究者、現場の教師たちから、児童生徒の体験が重視

されるあ まり、客観的な知識の伝達が軽視 され過 ぎている とい う批判(「 はい廻 る経験主

義」)が 噴出 した。 こうした批判 をうけ、高校社会科では 「社会」が必修化 されると同時に、

「日本史」、「世界史」、「人文地理」か ら2科 目が選択 とされる(7>。 ただ し、中学社会では

系統性 の観点か ら 「地理」、「歴史」、「公民」 とい う3分 野が成立す る一方で、実際の指導

では初期社会科の流れを継承 し、教科書選択の際、A案 とB案 とい う2通 りの選択肢が認

め られた。

第III期 は、1969年 および1970年 の改訂か ら1977年 および1978年 の改訂時 までの期

間である。1969年 の改訂時には、「政治 ・経済 ・社会的分野」が 「公民的分野」 と名称 を

変更 し、現在 にみ られる三分野の社会科の原型が確立 した。その結果、地理 ・歴 史でそれ

ぞれ学んだ内容を二本の柱 とし、その成果の上に公民的分野を学習するとい う履修形式、

通称 「π型」が打ち出されることになる。

また、1977年 お よび1978年 に改訂 された学習指導要領では、学習指導要領全体を とお

して 「ゆとりと充実の学校生活」 とい うス ローガンが打 ち出 されるなか、中学校 では上記

π型の履修形式の徹底化が図 られるとともに、高校では 「現代社会」の新設 と必修化が図

られた。 なお、高校での 「現代社会」必修化 は、高校生 としての学習の基礎 を構築すると

い う観点か ら、高校1年 時か らの導入が検討 された。つ まり、「現代社会」 を高校1年 次

に学んだうえで、2年 次お よび3生 次では日本史や政治経済などの専門科 目を履修するこ

とが考えられたのである。 これによ り、文部省(当 時)は 教科以上に科 目の独 自性が強 く、

「科 目あって教科な し」 といわれた社会科教育に関する批判に対応 しようとした。

第1V期 は、1989年 の改訂か ら現在 に至 るまでの期間である。1989年 の学習指導要領では、

小学校において観点別の 「絶対評価」が導入 されたことに象徴 されるように、1970年 代か

ら続 く「ゆとり路線」の流れのなかで高校社会科 自体が解体され、「地理歴史科」と 「公民科」

16}「高等学校における産業教育のあり方について」(中 央産業教育審議会、1958年)、 「産学協同につ

いて」(経 済同友会要望書、1960年)、 「技術教育の画期的振興策の確率推進に関する要望」(日経連 ・経団

連要望書、1961年)、 「経済発展における人的能力開発の加地後対策」(経 済審議会答申、1963年)な ど。
〔7}その後、1960年 には、 さらに科 目の細分化が図られ、「人文地理」は地理A・Bと なり、「世界史」

は世界史A・Bと なった。また、社会科目も 「政治 ・経済」と 「倫理 ・社会」にわけられた。
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として再構 成された。具体的には、地理歴史科の 「地理」、「日本史」、「世界史」では学習

内容が より平易なA教 科(地 理A、 日本 史A、 世界史A)と 、従来の教育内容 をほぼ踏襲

す るB教 科(地 理B、 日本史B、 世界史B)が 設け られ、 どち らを履修す るか は生徒の選

択 に任せ られるようになった。 また、「現代社会」 は必修科 目か ら外 され、「国際的な資質

を育成する」とい う目的で 「世界史」が必修 とされた。 さらに、1989年 版学習指導要領では、

小学校1年 生および2年 生において も社会科 と理科 をあわせた「生活科」が創設されたため、

小学校低学年 において 「社会科」 はな くなった。 こうして、 カリキュラム上、社会科は小

学校3年 生か ら中学校段階 まで とな り、のちの1999年 版、2008年 版お よび2009年 版の学

習指導要領 もこの流れを踏襲 している。

ただ し、今 日の社会科 カリキュラムのあ り方を理解す るうえで注意が必要 なのは、1998

年の改訂時 には、「生 きる力」 の育成 とい うスローガ ンの もと、教科横断的な 「総合的な

学習の時間」や完全週5日 制が実施 されたた ものの、その後、2000年 代 に入 り雇用の不安

定化が社会問題化 したこと、 また国際学力テス トでの 「学力低下」が問題視 されたこ とを

背景に、「脱 ゆとり教育」が進め られてい る点である。具体的には、2000年 代 に入ってか

ら、理数系科 目を中心 に授業時間数が増加す る一方で、総合的な学習の時間が削減 される

といったゆ り戻 しがみ られてお り、中学 ・高校の社会科においては、「脱ゆと り教育」の

流れなかで カリキュラムの再編が進んでいる。

以上、社会科の学習指導要領の変遷 を概観 してみると、本稿が注 目する 「社会参画」 と

いう概念は、近年の特徴だけでな く、古 くは 「系統主義/経 験主義」 とい う対立図式のな

かで、生活単元学習 を実施 していた1950年 代 にまで遡 ることがで きるだろう。

しか し、 ここで重要 なのは、過去 と現在 とでは 「社会参画」 とい う概念をめ ぐって大 き

な違いがある、 とい うことである。それは、冒頭で 「社 会参画」の概念を説明 した際にも

言及 したように、「これ までの社会科 では社会そのものを外側か ら客観的に見つめ、その特

徴や在 り方 を理解 していたが、これからの社会科学習では主に社会の内側から、社会の構

成員 として社会自体の特徴や在 り方の理解 を深め、望 ましい社会参画の資質 を形成 してい

かなければな らない」(板 垣2008:65)、 とい う点である。つ ま り、かつ ての社会科 の取 り

組みにおいては、既 に存在す る社会集団(コ ミュニティ)に いか に参画するか、すなわち

既存の社会集団について既 に 「問題」 とされる事柄に、どの ように取 り組むかが争点であっ

た。 これに対 して今 日では、この ような社会集団についてそ もそも何が 「問題」であるか

を同定 したうえで、そのような 「問題」にいかなる方法でそれを解決 してい くか、あるいは、

そ もそ もこうした社会集団自体 をいかに創出するかが争点 となる、 とい う違いがある。こ

の点を確認 したうえで、以下では、「社会参画」を目指 した社会科の事例をとりあげ分析す る。
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4コ ミュニテ ィ ・スクールにおける社会科 ・公民科 をめぐる諸実践

以上の議論を うけて、本節では三重県御浜町教育委員会か ら2008年5月 よりコミュニ

テ ィ ・スクールに指定されている同町立尾呂志学園をとりあげ、そこにおける社会参画 に

関する取 り組み を分析 してい く。

事例の内容 に入 る前に調査概要について述べ る。本事例 は2007年5月 か ら2013年3月

にかけて、筆者が尾呂志学園において実施 した参与観察 と、同校 の教員、保護者、地域住

民 に対 して実施 したイ ンタビュー調査の結果にもとついている。御浜町は京都大学文学部

を中心 に1998年 よ り東紀州地域で他大学(関 西学院大学、京都教育大学な ど)と ともに

実施 されている合 同社 会調査実習(通 称 「熊野実習」)の 調査地であることか ら、筆者が

2007年6月 に最初 に調査地 に入 った際は、熊野実習 における地域調査の一環 として尾呂志

学園において聞き取 り調査 を実施 し(森 田2008)、 その後は筆者個人の研究 として フィー

ル ドワークを実施 した 捌。 インタビュー内容 については基本的 にはフィール ドノー トに

記録 し、調査許可が得 られた場合のみICレ コーダーに記録 した。

4-1「 コミュニティ ・スクール」 とは何 か

コミュニテ ィ ・スクールとは、2004年 の 「地方教育行政の組織及び運営に関す る法律」

の改正により、児童生徒の父母をは じめとする学校近隣の地域住民が、合議制の機関であ

る学校運営協議会 を通 じ、一定の法的拘束力のある決定権 を持ちなが ら学校運営 に参加す

ることが可能 となった公立学校のことである(文 部科学省2013d)。

こうした学校運営組織が構想 された背景 としては、1980年 代 の臨時教育審議会に代表 さ

れる教育の規制緩和の動向が高 まるなかで、これまで文部科学省 を頂点 として トップダウ

ン式に管理されてきた学校運営のなかに、自己決定の論理 を導入す るこ とで、子 どもや父

母達の個別的で多様なニーズに対応 した学校形態が要請 され るようになったことがあげ ら

れる(金 子2002)。2013年4月1日 現在、学校運営協議会を設置 したコミュニテ ィ・スクー

ル(公 立学校)の 数は全国で1,570校 あ り、学校種別 にみ ると幼稚園(62園)、 小学校(1028校)、

中学校(463校)、 高等学校(9校)、 特 別支援学校(8校)と なっている(図1)。 また地

域別(50校 以上)に みる と、京都市(190校)、 岡山市(151校)、 横浜市(98校)、 東京

都世 田谷区(93校)、 新潟県上越市(74校)、 愛知県一宮市(61校)、 宮崎県都城市(55校)、

〔8}尾呂志学園に関する先行研究としては
、筆者が調査地に入った時点ですでに、京都大学の同社会

調査実習に参加 した学生による論考が書かれてお り(小 林2001)、 本稿 もまたその論考に多 くを負っている。
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lllll県lll口ll∫(51校)と い うよ うに、ll∫1町村 の なか で も人日 規模 の 大 きな都ll培llで 導 人 さ

れ てい る こ とが わか る、、

文部科学 省 に よれ ば、学 校 運営 協議 会を設 置 した コ ミュ ニテ ィ ・スクー ルで は、地 域住

民 と連携 した 参加 型の 授 業が 数 多 く実 践 され て はい る ものの 、 そ こで は都 市部 の 事例 が 数

多 く取 り ヒげ られ る ・ノ∫で、 農lll間 部 の 事例 につ い ては あ ま り取 りLげ られ て いな い(文

音1～利ノ1∫:省2013b)、,

そ こで 本稿 では 、 こ う した コ ミュニテ ィ ・ス クー ルに おけ る住民 参加 型の授 業活動 の な

か で も、過 疎 高 齢 化地 域 にお いて実 践 され てい る社 会科 に 関す る取 り紅 み と して、 以 下、

.{1剛
1し御 浜 川立1己 呂志 学 園小学 校llI学 校 の 事例 につ い て紹 介す る。

4-2尾 呂志学園小学校中学校における教育活動の概要

4-2-1尾 呂 志 学園 の概 況 周 辺地 域 、設立 経緯 お よび学 校運 営協 議会

御 浜町 、k尾II・1志ノ1∫:園小学 校lll学 校 は 、児童 生 徒 数の減 少 に よる尾ll'1志小 学 校 の統 廃 合問

題 を契 機 に、既 存 の 尾 呂志 中 学 校 と尾 呂志 小 学 校 を併 合す るか た ちで2003年 に 開校 した

公 、Z学校(へ き地 指 定校)で あ る、,こ の よ うな学 校 形態 は 「小 中学 校 併設校 」 と1呼ば れて

お り、2003年 時 点 で は尾ll・1志学 園 は三 重 県 ドで 初の 小111学 校 併 設 校 で あ った 、,2012年5

JjII芋ノゐ〔σ)ラ巳f綻ノヒ右ヒ数1よ、 ノ1、学 季受25名(ツ 」.」Fl7名,女 ∫・8名)、II■ 学 率変10名(リ 」」F5名 、

女子5名)の 合計35名 で あ る。 以 ドでは、 尾 呂志 学 園 に関 わる基 本情 報を確 認す る。

第 ・に、 尾 呂志 学 園 の 所 在 地 で あ る御 浜 町 につ い て説 明 す る。 御 浜111fは ラ夜県 東紀 州

図1コ ミュニティ ・スクールの指定校数の変遷

出 典 文9部 手:1一'b}:省(2013c)よ り 作 成
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森日1 社 会 手:1・・公 民f=1・教 育 法 に お け る 「ll:会 参1111i (ノ)11∫育旨1"k 1]

地 域 の 南 東 部 に位 置 す る 面 積88.28kln2、 人ll9,316人 、lll:帯 数4,28311しliyの 小 規 模 な 町

で あ る(2013年10月1日 時 点)、1産 業 別 人llll}1合(2005年ll:}点)を 見 る と、 第1次 産

業28〆19。 、 第2次 産 業18.99。 、 第3次 産 業52.8%で あ り(ll本 全 体 で は、 順 に5.1%、

29.8%、65.19。)、 稲作 の ほ か、 「年 中み か んが とれ るlll」'」とい う御浜 町 の キ ャ ッチ フ レー

ズか ら もわ か るよ うに 、多 様 な種 類 の みか んがllrfのい た る ところで 生 産 されて お り、 こ う

した風 光明 媚 な風 景は熊 野 占道 とあわせ て 町の 観 光資源 に もな ってい る1.ま た 、後 で詳 し

くみ る 尾呂志 学 園〃d辺 の尾 呂志 地 区で は米作 りが さか ん な地域 で あ り、東紀 州 地域 の なか

で は 「尾 呂志 米」 と1呼ばれ る銘 柄が よ く知 られ てい る、,

他 方、御 浜町 は東紀 州 地域 の他 の どの 集落 に も ま して過疎 化 と少f高 齢 化 に関す る問題

を抱 え てい る、,1960年 に12,965人 だ')た 人 口は2005年 で は9,380人 に まで 減 少 して お り、

この45{卜 問 で 人日の約28%が 減 少 して い る、,また 、65歳 以 ヒの 人liが 総 入liにllrめ る 割

合(高 齢 化 率)は31,4%(2005年)に の ぼ る、,特に尾 呂志学 園 が位 置す る尾II・1志地1ズ:(人

llgO8人 、.111二帯 数4551111帯)で は、高齢 化率 が46.4%ql本 全 体 で は21.0%)に 及 んで お り、

先 に述べ た 児1†1:生徒 数減 少の背 景 となって い る(図2L,

第:に 、 尾呂志 学 園 にお け る 「社 会参 画」 をll指 した社 会 科の取 り紐 み を理 解す るにあ

た り1亘要 なσ)は、 その 設 、ヒ経緯 で あ る、、現 在 の尾 呂志学 園小ノ1`:校中 学 校設L'えの 話が 最 初 に

持 ち ヒが ったの は、1990年 代 中 頃 に旧尾 呂志 小学 校の 校 舎建て 替 えに関 す る議論 が もたれ

図2尾 呂志小学校と尾呂志中学校の生徒数の変遷

川 典,尾 呂 志"」二=園・1・学 校IIド1∫:校 提 供 資 料 よ り11…成

(2013イ1こ 上ソ、1;条1よ1;言111jfl'P
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12 森 田:社 会科 ・公民科教育法における 「社会参画」の可能性

たときだった。当初は、老朽化が進行 していた旧尾呂志小学校(1956年 竣工)校 舎の新築

計画案のみが浮上 したのだが、その際、尾呂志地区における児童生徒数の減少 という問題

を背景に、学校の統廃合問題をめ ぐり小学校 よりも建設年が古かった尾呂志中学校(1949

年竣工)を も含めた、小中学校合同の校舎新築案が計画 され始めるようになる。

この点 についてUタ ー ンで地元尾呂志に戻 って以降、尾呂志学園PTA会 長や、尾呂志

学園コミュニテ ィ・スクール推進委員会委員長(2007年 度)な どの役職 を務めたSさ ん(50

代 ・男性)に よれば、尾呂志学園の設立 を後押 しした要 因の一つ としては、「地元住民の

危機感」の存在が大 きかった。Sさ んによると、児童生徒数が急速に減少す るなかで、住

民 たちの間で 「尾呂志 のような大規模 な産業がない地域では、教育 こそが、地域社会の生

活基盤を維持す るためには必要不可欠」 という点で一致 し、小学校や中学校の校長や区長、

そ してPTA会 長な ど地域 の代表者 を中心 に、「尾 呂志学園新築準備委員会」を立 ち上げ

た。こうした契機か ら、新校舎建設の計画が動 き始める。 また、同準備委員会の設立に先

立 ち活動を展開 していた 「新築推進委員会」は、1998年 に保育所、小学校、中学校の保護

者 を対象にアンケー トを実施 し、 どのような教育 を目指すべ きか、尾呂志の住民の意見を

とった。その結果、「中学校の統廃合(廃 校)に は反対」、「少人数を生か した教育を求める」

という内容が多数だったため(小 林2001)、 こうした要望をふまえて1999年 に学校存続の

懇願書が御浜町議会に提出 され、それが受理 される。 この ような手続 きをうけて、2001年

に新校舎の建築が始 まり、翌2002年 の新校舎完成 を受 けて2003年 に尾呂志学園小学校中

学校が開校する。

以上のように、尾 呂志学園はその設立経緯か らして地域住民参加型の学校であったわけ

だが、2004年 以降の 「地方教育行政の組織及び運営に関す る法律」の改正以降は、 コミュ

ニテ ィ ・スクールという制度の存在を知った地域住民が、住民参加型の学校づ くりを 「持

続可能な ものに しよう」 とい う意図か ら町と学校 に働 きかけている。その結果、同学園は

2008年 度 より元御浜町教育委員会か らコミュニティ・スクールの指定 を受け、現在に至 る。

第三 に、本学校 の学校運営協議会(2012年 度)の 現状 について確認する。現在17名 の

委員が職務 に当たってい る。本委員の肩書 をみる と、同校保護者(PTA会 長および同副

会長の2名)と 教員(5名)の ほか、地区区長会会長、自主防災 リー ダー、消防団分団長、

育成会会長お よび同副会長、近隣の保育所所長お よび同保護者会長、 さらには体験学習ア

ドバイザーというように、教育関係者 にとどまらず、広 く地域の 自治活動 に関わる住民が

参加 している(9)。 学校運営協議会の具体的な活動 としては 「学校長が掲げ る教育 目標 の

〔912012年 度 の 学 校 運 営 協 議 会 の議 題 をみ て み る と、1)コ ミュ ニ テ ィ ・ス クー ル の 活動 に つ い て 、2)
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承認」 と、学校における 「教員人事への意見」があげ られるが(文 部科学省2013d)、 尾

呂志学園の同協議会は、後者を放棄することで学校 との親密 な連携 を目指 している。その

理由は、2008年 度の尾呂志学園PTA会 長 のHさ ん(50代 ・男性)に よれば、「先生 らと

同 じ土俵で話がで きなくなるか ら」である(2007年10月5日 フィール ドノー ト)。

しか しなが ら、前述のSさ んは、こうした地域住民に よる学校参加のあ り方は終着点で

はなく、あ くまで 「現在進行形」の ものであ り、今後も継続的な議論が さらに必要である

とい う点 を強調す る。 とりわけ、現在 同協議会では尾呂志学園を、同地区内の診療所や保

育所 と統合 させ る 「複合施設案」が浮上 しているものの、こうした構想は管轄省庁(文 部

科学省 と厚生労働省)の 壁 に衝突 しているため、地域住民のニーズに柔軟に応 じた学校組

織のあ り方 を追求するには さらなる検討が必要 とされてお り、今 なお議論が続いている。

4-2-2尾 呂志学園の教育理念および教育活動

次に、尾呂志学園の概要 とそこで実践 されている地域住民参加型の授業形態について説

明す る。第一 に、尾呂志学園では、1)開 かれた学校、2)一 人ひとりを大切 にす る教育、3)

自然環境 を大切 にす る教育、4)人 権 を大切 にす る教育、5)地 域の活性化 に寄与す る活動

と施設開放が教育方針 として掲げ られている(表2)。

表2尾 呂志学園の方針

1.開 かれた学校

2.一 人ひ と りを大 切 にす

る教育

3.自 然環境 を大切 にす る

教育

4.人 権を大切 にす る教育

5.地 域の活性化 に寄与す

る活動と施設開放

学校 ・保護者 ・地域が協力 して子 どもを中心に据 えた学

校運営 をおこなうなかで、地域の人々 と出会い、発見す

ることで、生 き方を学ぶことので きる教育 を推進す る

少数であるこ とを生か し、子 どもの個性、地域の実態に

応 じた教育 を小中連携 のもとに推進す る

自然を大切にする心を持ち、環境を守るために行動する

子どもの育成をめざす

差別やいじめを許さず、互いの存在を認め合う人権尊重
の精神に基づいた教育を推進する

住民が集い、学べ る場 として施設設備 を開放す ることに

よ り、学校 を起点 とした新 たな人 の輪や流 れを形成 し、

地域の文化拠点 としての役割を担 う

出典:尾 呂志学園小学校中学校 「学校要覧」(平成24年 度)よ り作成

定 住 化 ・児 童 生 徒 を増 や す ため に 、3)ボ ラ ン テ ィア ・グ ル ー プ の 読 書 支 援 、4)ボ ラ ン テ ィア ・グル ー プ

の活 用(コ ー デ ィネ ー ター 部 会 の 開催)と な っ て い る 。
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14 森 田:社 会科 ・公民科教育法における 「社会参画」の可能性

なかで も注 目すべ きは、「地域の活性化 に寄与 する活動 と施設開放」 というように、地

域活性化が学校方針 として明確 に掲 げられている点である。 こうした理念 は、前述 のよう

な住民が学校存続に関する議論 を展 開するなかで生 まれてきた ものであ り、実際に尾呂志

学園の校舎 をは じめ とする教育環境 に大 きく反映 されている。 まず、尾呂志学園の校舎に

ついて特筆すべ きは、「外か ら先生 らの様子が よ くよ く見 えます」(元 学校運営協議会委員

Yさ ん)と 言われるように、校舎周辺には塀がほ とん どな く、あって も非常 に低 く設計 さ

れているため、近隣地域か ら校長室お よび職員室の内部がはっ きりと見えるような開放的

な建築構造が採用 されている点である。そのため、保護者 をは じめ とする地域住民のなか

には、教員に用事がある場合、校舎に面す る道路や校庭 から学校内をのぞき、教員がいる

か どうかを確認 したうえで、玄関か らではな く校庭側か ら学校内に入って くることがある

(2008年9月17日 フィール ドノー ト)。 また、同校の校舎は過疎高齢化に直面する山間地

域 とい う地理的条件 をかんがみて、高齢者施設の設備や機能をも兼ね備 えている。尾呂志

学園は、新校舎 を建設する際、尾 呂志地域における過疎高齢化の進展を見 こした地域住民

たちの要望を取 り入れた結果、スロープやエ レベーターが設置 されている。そのため、か

りに就学する児童生徒 が不在 となった場合には、バ リアフリー化 された高齢者施設 として

利用可能な設計がなされているのだ。また、尾呂志地区は周囲を山に囲まれた盆地状の地

理的条件に置かれてい ることか ら、近年、予想 されている 「東海・東南海・南海連動型地震」

の時や洪水等の災害時には、尾呂志地区全体が他地域か ら孤立するという最悪の事態を想

定 し、太陽光発電や雨水利用施設 を活用 した避難施設の機能 も備 えてい る。

第二 に、尾 呂志学園の教育活動の特徴 としては、小中連携校であることと少人数教育(複

式学級)を 実施 していることがあげられ る。尾呂志学園は、小中連携校 として、中学生 と

小学生 とが同 じ校舎内で学習や生活 をともに しているが、前 々校長のK先 生(50代 ・男

性)に よる と、こうした教育形態の最大の利点 とは、一般に 「中一プロブ レム」 と呼ばれ

る、小学校か ら中学校への進学に即 したギャップを回避 しやすいという点である。つ まり、

教育学や教育社会学の研究分野で は、小学校か ら中学校へ と進学する際に不登校な ど教育

問題が引 き起 こされやすい とされているが(保 坂2000)、 小学校 と中学校 とが連携 した尾

呂志学園では、 こうした段差につ まず くことな く、小学校か ら中学校へ とスムーズに進学

す るこ とが 目指 されている。実際の尾 呂志学 園の授業 では、お よそ10人 の教室内で、小

学生の子 ども同士が学年をこえて授業内容を教え合 う風景が しばしば観察 された(2007年

9月25日 、2008年10月4日 、2011年6月30日 など)。

最後に、社会科の年間授業時間数 については、小学校では3年 生か ら6年 生 まで この順

に年間、70時 間、90時 間、100時 間、105時 間、総:合的な学習の時間については3年 生か
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ら6年 生 まで共通 して70時 間となっている(表3)。

中学校では、社会科は1年 生、2年 生、3年 生の順 に105時 間、105時 間、140時 間、総

合的な学習の時間は、50時 間、70時 間、70時 間となっている(表4)。 なお、2012年 度時

点では中学校の社会科 を担 当す るK先 生(40代 ・男性)が 、他の2名 の先生 と合同で総

合 的な学習の時間 を使った米作 りの交流授業 も担当 している。

表3年 間授業時間数(小 学校)

教科
生活科

社会科

総合的な学習

1年

102

総授業時間数 850

2年

105

3年

70

70

4年

90

70

5年

100

70

910 945 980 980

6年

105

70

980

表4年 間授業時間数(中 学校)

教科
社会科

総合的な学習

1年

105

50

2年

105

70

3年

140

70

総授業時間数 1015 1015 1015

4-3尾 呂志学園における 「社会参画」の取 り組み一一 総合的な学習の時間 との連携

では、以上の ような特徴 をもつ尾呂志学 園において、「社会参画」に関わる取 り組みは

いかに実施 されているのだろ うか。尾呂志学園が地域住民 と交流 している授業 を列挙する

と、1)学 校田での米作 り、2)地 元医療施設や福祉施設(尾 呂志 リハ ビリ診療所、障害者

福祉施設H園)へ の訪問、3)学 校行事(運 動会、文化祭)を 中心 とした保育所 との連携、

4)グ ラン ドゴルフや菖蒲栽培 を とお した地元住民 との交流な ど多岐にわたっている。 こ

こでは、尾呂志学園の交流授業のなかで も社会科 と密接 に関わる取 り組みとして、「米作 り」

をとお した地域住民 との交流授業を とりあげる。その特徴 を説明す ると、以下の とお りで

ある。

第一の特徴は、尾呂志学園の米作 りは総合的な学習の時間と社会科を連動 させた取 り組

み という点である。尾呂志学 園に限 らず、御浜町内の他校においても米作 りの活動がなさ

れているが、同校の取 り組み は、学校近隣の地域住民を講師として招 き、育苗か ら販売 ま

で一年 間にわた り米作 りに関わる全作業工程 を子 どもたち 自身が中心 となって実施す る点

が特徴的である。そ して収穫後、秋の運動会の際 には児童生徒たちが自分たちで販売 を行
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い、その収益 は次年度の活動費(苗 等の購入費)と して積み立てられている(表5)〔1ω 。

表5尾 呂志学園における交流授業のスケジュール

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

米作りでの交流

あぜ の草刈、水路 の掃除、水の管理、粗 かき田ごしらえ、田植えの計画

水の管理、原肥入れ、代か き、 田植 え説 明会(実 行委員か ら小学校低学年へ)、

スジ引 き、田植え、補植、田植えの反省 とまとめ、

防虫 ・除草剤 まき、稲 の成長の観察計画

水管理、稲の観察(実 行委員)、 中干 し

水管理、追肥

水管理、稲刈 り ・販売計画、水切 り

稲刈 り説明会、稲刈 り(小 中合同)、 脱穀 ・乾燥 ・籾摺 り、計量、

精米、稲刈 りの反省 とまとめ、田起 こ し

販売(於 運動会)、 会計

発表(於 文化祭)、 一年間の反省

引継 ぎ(中 学2年 生か ら中学1年 生へ実行委員の引 き継 ぎ)、

苗の注文(実 行委員)

あぜなみ板の立て替え、補修

あぜ なみ板の立て替え、補修、あぜ切 り

溝掃除、 田起 こし、育苗開始

その際、外部講師(「 体験学習ア ドバイザー」)と い う肩書で交流授業時に子 どもたちを

指導するのは、地域で実際に米作 りを行 う地域住民である。なかでも、兼業農家 として長

年づ くりに携 わって きたTさ ん(男 性 ・50代)は 、以前 同学園のprA会 長 を経験 したこ

とから学校側か ら講師 を依頼 された経緯があ り、「勉強のことでも学校の先生 に負ける気

はせんけど、米作 りならなおさ ら負 ける気 はしない」 と語 っている。 その際、Tさ んが一

番気 をつけていることは、「農業 を美化 しない」 とい うことである。 もちろん、Tさ ん自

身は尾 呂志地区で生 まれ、同地区にある実家の田んぼを引 き受けなが ら現在米作 りをして

いることに対 して自負を もっている。 しか し、Tさ んは、尾呂志地区では過疎高齢化 を背

景 に深刻 な後継者不足に直面 してい るこ とか ら、「無理矢理に農業の良さを強調する」 こ

とよりも、子 どもたちには、そ もそも自分たちを取 り巻 く 「現状」を知 って もらうと同時に、

「そ もそ も、『なんで今の農業では食っていけないか』 とか、 『自分に とって地域って何や

ろう』 とか ということについて、 じっ くりと考えてもらいたい」 と話 している。

このように、子 どもたちはたんに形式的に米作 りに関わるのではな く、尾呂志学園の生

徒たちの一人一人が、尾呂志地区を取 り巻 く過疎高齢化 という厳 しい現実 に直面 しなが ら、

〔1{"筆者が2007年9月 に尾呂志学園を訪問した際も、ちょうど収穫した米の袋を子どもたちが運び出

しているところだった。
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一年間にわた り外部講師の住民 と交流 し、米作 りを実践 している。そのため、初めて赴任

してきた教師よ りも小学校の頃より米作 りに関わって きた生徒の方がはるかに詳 しく、子

どもたちに教師が教えられる機会が見 られる(フ ィール ドノー ト、2010年10月5日 など)。

また、最終的には収穫 した米を地域住民に販売 し、実際に地域住民か ら米の出来不出来に

ついて講評 を受けることになるため、御浜町教育委員町教育委員であ り、尾呂志学園学校

運営協議会相談員で もあるMさ ん(男 性 ・50代)は 、「子 どもたちは地域の人たちか らシ

ビアな評価 を受ける一方で、や りがいを強 く感 じることになる」 と話す。

第二に、交流授業の特徴 として重要なのが、本授業時間では尾呂志地区の伝統 や歴史の

特色 を学ぶだけでな く、異年齢集団のなかで様 々な価値観 をもつ人々との人づ きあいを学

ぶこ とが 目指 されている点である。 たとえば、本交流授業の 目標は 『学校便覧』 のなかに

次のように説明 されている。

保護者や地域 のさまざまな年代 の人 と交わった り、小学校低学年か ら中学生 までの異

なる学年が作業を通 じて交流 した りしなが ら、普段の家庭生活や学校生活では経験で き

ない さまざまな価値観にふれることにより、子 どもたちの 「生 きる力」 を育む。(『学校

便覧』)

2012年 度に米作 りに関わった子 どもたちは、以下の感想を作文にしている。具体的にみ

ると、ある中学校生徒は田植 えの取 り組みを通 して学んだこととしては、「私が 田植 えを

通 して学 んだことは行動力です。人間だった ら会話が出来 るけど、土や植物 とだったら会

話が出来ませ ん。だか ら、 自分で行動 しなければダメな場合が出て きたので、行動力がつ

いたんではないか と思います」 と述べている。 また、米作 りに参加 した小学校 に在籍する

ある児童 は 「私が感心 した人は、中学2年 生です。理由は自分たちが分からないことを色々

と教 えて くれた りしたし、行動 にうつせていたので、すごいなあ と思い ました。私たち も

先輩みたいになれた らいいなあ と思い ます」 と述べている。

第三に見落としてはな らないのが、 こう した米作 りを通 した交流活動がたんに尾呂志学

園の生徒たちと地域住民の関係や、児童生徒同士の関係、教員 と地域住民 との関係が直線

的に親密 になるとい うプロセスにはとどまっていない、とい う点であ る。た とえば、尾呂

志学園では、中学3年 生は受験勉強を控 えていることもあ り、あ くまで 「2年生へのア ド

バイザー的存在」 に徹す ることになる。その結果、慣習的に中学2年 生が企画 ・運営の中

心 となって、中学1年 生 と小学校低学年に米作 りの作業 を割 り振 ることになってお り、中

学2年 生は学校代表 として、生徒集団 と地域住民のコミュニティとい う2つ の異年齢集団
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の交差点に位置す ることになる。その際、中学2年 生はしば しば講師である地域住民 から

と生徒集団の要望の間で板挟みにな りがちであるql)。 そのため、場合 に よっては教員や

地域住民が中学2年 生をサポー トする必要が生 じることになる。

また、地域 との交流授業 をめ ぐる意見の調整は、教員 と地域住民の間においても必要に

なることがある。 たとえば、2012年 度か ら学習指導要領の授業時間が削減 されたことを受

けて、米作 りに充てる時間を削減せざるをえない状態 になっている。 この点については前

述のTさ んをは じめ、交流授業に外部講師として関わる地域住民 と、社会科および総合的

な学習の時間を担当す る教員の間で意見が分かれている。一方の地域住民 は、米作 りをと

お した 「子 どもたちの変化」(Tさ ん)を 実感す るだけに、現行の ような 「育苗か ら販売

に至 る米作 りの全過程を子 どもたちに体験 し続けてほしい」 と考えている。他方、教員の

なかには授業時間数が削減 されるなかで、交流授業 にばか り時間を使 うわけにはいかない

という意見 も出ている(2010年11月24日 、フィール ドノー ト)。 このように学校現場 に

おける地域 との交流の取 り組みは、2000年 代 に入 り、学習指導要領の削減 という文部科学

省お よび行政の動 向(「 脱ゆ とり教育」)の 関係で、そのあ り方が大 きく左右 される側面が

あ り、この点につ いて教員は葛藤 を抱 えなが ら、 日々地域住民 との交流授業 を実施 してい

る。

このように、米作 りをめ ぐる様 々な意見の調整 を重ね ることで、尾 呂志学園では世代 を

超 えた異年齢集団 と関わる教育活動が実践 されている。

5考 察一 地域住民の参加と社会科 ・公民科教育の可能性

5-1社 会科 ・公民科教育に とっての交流授業の意味一 状況 に埋め込 まれた交流授業

以上、本稿 でと りあげた尾呂志学園の事例について考察 してい く。第一に、尾呂志学園

の社会科の授業 について特筆すべ きは、総合的な学習の時間 と連携 させることで、暗記中

心 と呼ばれ る社会科の授業の枠内に体験活動を豊富に取 り入れている点である。なかで も

重要 なのは、交流授業 をとお して児童生徒が 自分たちに とって最 も身近な 「社会」 ともい

うべ き地域社会の現状 を実感できることである。第4節 で もみた ように、尾呂志地 区では

急激 な過疎高齢化 を背景 に(2005年 時点で高齢者率は46.4%)、 児童生徒数が大 きく減少

している。そのため、交流授業では教科書ではたんに数字の説明で終わって しまうような

日本の農山村が抱える 「問題」(過 疎 高齢化、後継者不足、第一次・第二次産業の衰退 など)

qDた とえば、中学2年 生が中心とな り組織される実行委員は、田起こしや水の管理、稲の生育状況

の観察、販売などの仕事を任されてお り、その他の学年は基本的にこうした作業を担当することはない。
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の現状 を、地域住民 自身の口か ら実感することがで きる。 たとえば、育苗か ら収穫 までの

全過程 を経験す るなかで、地元の主要産業 である尾呂志米が直面する 「後継者不足」 をめ

ぐる厳 しい現状 を、 たんなる一般論 としてではな く、講師のTさ んご自身の経験か らまさ

に 「状況に埋め込 まれた」知識 として実感す ることができる。特 に、本稿の議論 にとって

重要なのが、Tさ んが一番気 をつけていることと して、「農業や米作 りを美化」せず、「無

理矢理 に農業の良 さを強調す る」ことよ りも、子 どもたちには、「そ もそ も、 『なんで今の

農業では食 っていけないか』 とか、『自分に とって地域 って何や ろう』 とか とい うことに

ついて、 じっくりと考えてもらいたい」 と話 していた点である。 なぜ なら、 こうしたTさ

んの態度はたえず 「農業」や 「地域」 とは何かを問い続けることで、社会科の授業をたん

に米作 りの仕方を覚えるだけの 「暗記科 目」 として固定化 させることを回避 し、その科 目

としてのあ り方 を再考 し更新する可能性を もっていると考え られるか らである。

また、こうした 「総合的な学習の時間」 との連携は、2012年 以降、授業時間数が削減 さ

れ授業時間数の確保が困難 になるなか、教科書を中心 とした社会科の授業内容だけではカ

バー しきれない体験学習 を導入す るとい う点でも有効である。

5-2社 会科 をこえた教育効果一 社会関係資本の獲得 と実践コミュニティの二重性

第二 に、尾呂志学 園において、地域住民 との交流授業は社会科の枠組みをこえた教育効

果 として、子 どもたちにとって社会関係資本の獲得にもつながっていると考え られる。

その際、交流授業に関わる農家の人々との間のみな らず、生徒 同士の間にも異年齢集団

が形成されていることが重要である。つ まり、見落 としてはならないのは、尾呂志学園の

児童生徒 が地域住民 と交流 しているだけではなく、児童生徒たちが学年 をこえて互いに交

流することによって、二重に実践 コミュニティが形成されていた点(「 実践 コ ミュニテ ィ

の二重性」)で あ る。 たとえば、米作 りの場面で は、中学2年 生が リー ダー とな り地域住

民へ の窓口になることで、地域住民 と生徒 とい う相互関係 だけでな く、生徒同士の間にも

相互交流が生 じることになる。 こうした地域住民 との人間関係や他学年 との人間関係、特

に教 師 一生徒関係で も、同学年の友達同士で もない ような 「ナナメの関係」(田 中 ・萩原

編2012)は 、「へ き地」の小規模校 に対 して しば しば指摘 される、「人間関係の希薄 さ」を

補填する効果があると考え られる。同時に、児童生徒たちにとってこうした「ナナメの関係」

を基盤 として得 られる米作 りの成功体験は、仲間集団へ の帰属意識 と同時 に、「自分 もや

ればで きる」 とい う自尊感情を酒養するうえで もきわめて重要 だと考え られる。

ただ し、こうした効果の背景 には、地域住民 と教員 との間の意見の調整があって初めて

成立 しうる、とい う点 もまた見落 とす ことはできない点である。特 に、授業時間数を確保
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することを目指す教員 と子 どもたちに対 して、少 しでも多 くの 「体験学習」の機会を提供

しようとする地域住民 との間には、あるべ き交流授業やあるべ き学校像 をめ ぐって意味上

の交渉過程が存在することを見逃す ことはで きないだろ う。

5-3「 交流型授業」が可能となる条件一 交流の 日常性 と多様性

第三に、以上の ような交流授業が可能 となっている条件 として、尾呂志学園とそれ を取

り巻 く地域住民 との関係性について考察する。 まず、地域 と学校 との活動が持続可能な も

のであ るため には、たんに地域社会 との交流が学校組織 にとって重要であるだけで なく、

地域住民 にとって もこう した交流が意味あるものでないといけないだろう。 この観点から

すれば、尾呂志学園での交流 は、地域生活の基盤である公立学校 を存続 させ ること、す な

わち 「地域活性化」(尾 呂志学 園小学校 中学校の教育 目標)を 目指 してい る点で学校 を取

り巻 く地域住民に とっても有益な ものだと考 えられ る。実際に、このことを象徴 していた

のは、地域住民であるSさ んの 「人口流出の最後の砦」 とい う言葉である。

同時に、学校現場 と地域住民の間で双方向的な交流が可能 となるための条件 として重要

なのは、地域住民 と学校 との関係が継続的かつ 日常的に維持 されている点であ る。 このこ

とを象徴 しているのが、学校の 「敷居の低 さ」である。第4節 でみたように、尾呂志学園

の校長室 と職員室はガラス張 りにされてお り、元学校運営協議会委員Yさ んが、「外か ら

先生 らの様子がよ くよく見えます」 と話 していたように、教員 と地域住民の間では交流授

業 に限らず 日常的に意思疎通が とられている。

さらに注 目すべ きは、学校運営協議会 メンバーの多様性である。学校運営協議会メンバー

の肩書 きをみると、PTA会 長や育成会の代表者、保育所の教員をは じめ、尾呂志学園の教

員 というように多様な立場 のメンバーが所属 してい る。 こうした協議会 メンバーの多様性

は、尾呂志学園の学校運営協議会が、地域住民 の直面する過疎 高齢化 をめ ぐる様 々なニー

ズを くみ上げてい く際に有効である。

この ように、尾呂志学園とそれ を取 り巻 く地域住民 との間に継続 的かつ 日常的なコミュ

ニケーションが とられていることが、尾呂志学園の教育活動が地域社会に根 ざした形で持

続可能になっていることの要因の一つだ と考えられる。

6む すびにかえて一 地域参加型の社会科教育に向けて

ここまで本稿では 「地域社会への参画」という観点から、三重県御浜町立尾呂志学園小

学校中学校の事例をもとに、従来の社会科および公民科教育の新たな可能性について探索
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的に検討 してきた。その際、本稿 は状況論的アプローチの知見 を参照 し、学校教育 におけ

る 「社会参画」の可能性 に注 目しなが ら、地域住民 と連携 した社会科教育の取 り組みの意

義について考察 した。

その結果、徒弟制 をモデルとしなが ら、「模 範」への直線的かつ単線 的な参加過程に注

目 して きた先行研究の知見 に対 して、本稿では、1)学 校現場における実践 コ ミュニテ ィ

の二重性 を基盤 とした社会科的知識の更新可能性、2)子 どもたち と地域住民 との間でな

される交流の 「双方向性」および 「日常性」 とい う知見が明 らかになった。

ただ し、言 うまで もな く、 こうした知見はあ くまで一つの公立学校 の事例か ら引 き出さ

れたものであるため、今後この結果が他校においても適応可能か どうか、あ らためて検証

される必要がある。そのため、今後は他の コ ミュニテ ィ ・スクー ルにお ける 「社会参画」

のあ り方 に注 目した比較研究 と同時に、具体 的にコ ミュニテ ィ ・スクールの場 を教員養成

の場 として活用 した社会科教育 に関す る事例研究が期待される。 また、現場の社会科教員

に対 しては、学校運営協議会制度に代表 されるように、今後、地域住民参加型 の学校組織

に注 目が集 まることが予想 されるなかで、地域社会 との交流授業 を企画 し運営 してい く能

力がより一層重要 になる。
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Citizen Participation and the Possibility of a Teacher Training 

          Program of Social Studies in Japan: 

   Collaboration between a Community School and Local 

             Residents in Mihama Town

Jiro MORITA

     The purpose of this paper is to consider the possibility of a teacher training 

program of social studies in Japanese school education in terms of citizen participation. 

    Since the 1990s, policy makers in Japan, have been paying growing attention 

to the role of school education in promoting "citizen participation" or "community 

involvement", as it has been increasingly reported by the mass media that young people 

are rapidly losing their sense of social belonging in the context of the diversification 

of individual values. In this contexts, social studies (shakai-ka), one of the subjects in 

Japanese school education, has been attracting much attention from the Ministry of 

Education as a way of fostering civic consciousness in young people. 

     However, these arguments have overlooked a concrete way of fostering teachers 

who can be highly conscious of social participation or active citizenship. Accordingly, 

this paper examines, from the perspective of sociology, the possibility of a teacher 

training program of social studies in terms of citizen participation by focusing on the 

collaboration between compulsory schools and local residents in aging rural areas. In 

particular, through participant observation and interviews, this paper analyzes the 

process of intimate collaboration between a very small-scale community school and the 

aging community around it in a certain rural area in Mihama Town, Mie Prefecture. 

    The results suggest the following: 1) the local residents participate in the school 

management and educational activities in their daily lives, and the students have a 

close relationship with them; 2) such an intimate collaboration between the school and 

the community around it can provide not only opportunities for lifelong learning to all 

members of the community, but also chances for the children to acquire social capital 

and a sense of civic and social belonging.
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